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１ 経 緯 

  横浜市上郷地区センターの第４期指定管理者の選定にあたり、横浜市栄区地区センター指定管理

者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）は、事業者から提出された応募書類を審査し、面接

審査を実施しました。 
  この度、選定委員会による選定が終了し、指定候補者を選定しましたので、ここに審査結果を報

告します。 
 
２ 選定対象施設 

  横浜市上郷地区センター 
 
３ 横浜市栄区地区センター指定管理者選定委員会 

委員長  吉永 崇史 （横浜市立大学准教授） 
  委 員  伊藤 元秀 （栄区青少年指導員協議会会長） 

委 員  内田 克己 （上郷町内会会長） 

  委 員  本田 桂子 （上郷西地区民生委員児童委員会長） 
  委 員  山上 敏子 （税理士） 
 
４ 指定候補者選定の経過 

経  過  項  目 年  月  日 

第１回横浜市栄区地区センター指定管理者選定委員会 

（傍聴人：２名） 
令和３年３月 23 日（火） 

公募要項の配布（ホームページにて公表） 令和３年４月６日（火）～６月７日（月） 

応募説明会及び現地見学会の開催 令和３年４月 27 日（火） 

公募要項に関する質問受付 （質問なし） 令和３年４月 28 日（水） ～ ５月 12 日（水） 

応募書類の受付 （1 団体） 令和３年６月１日（火） ～６月７日（月） 

第２回横浜市栄区地区センター指定管理者選定委員会 

（傍聴人：０名） 
令和３年７月 27 日（火） 

 
 
５ 審査にあたっての考え方 

 
  選定委員会では、「横浜市上郷地区センター指定管理者公募要項」（以下、「公募要項」という。）

においてあらかじめ定めた「評価基準」に従って、応募事業者から提出された応募書類を審査し、

面接審査において応募団体からの提案説明及び選定委員による質疑を行いました。 

  審査点数は評価基準項目に従って、各委員 165点を満点で採点し、出席委員全員の合計を応募団

体の得点として得点の高い順に順位をつけることにしました。 
  なお、応募が１団体であったとしても、加減点項目を除く委員の総合計点の６割を最低基準点と

し、最低基準を満たない場合は選定されないこととしました。 
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 ＜評価基準項目及び配点＞ 
１ 基本条件の理解

度 

 

 

    （10点） 

1-1 
・「施設の設置目的」や「区役所の施策上の施設の位置付け」及び施設内容、機能等を適

切に理解し、これを踏まえた管理運営の提案がなされているか。（5 点） 

1-2 
・「地域特性」を適切に理解し、地域ニーズを踏まえて、地域コミュニティの醸

成や地域の連携に繋がる管理運営の提案がなされているか。（5点） 

２ 公平性 （10点） 2-1 ・全ての利用者に対して公平な利用機会の提供が可能となっているか。(10点) 

３ 安定性・安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

（25点） 

3-1 ・安定的な管理運営を継続できる職員体制が取られているか。（5 点） 

3-2 
・個人情報保護その他の法令遵守体制について明確に示され、職員の業務習熟、

資質向上のための研修が十分に行われる計画となっているか。（5 点） 

3-3 
・横浜市（区）防災計画等を踏まえ、公の施設としての役割を果たす計画となっているか。 

・地域と連携した日常的な防災への取組がなされているか。（5 点） 

3-4 
・設備の故障、事故、犯罪等を未然に防ぐ管理運営体制が取られ、緊急時の対応

や危機管理の対応が具体的に計画されているか。（5点） 

3-5 

・安全かつ安定した施設及び設備の維持管理計画、長寿命化に貢献する修繕計画となって
いるか。 

≪建築局による劣化調査や二次点検が行われる施設のみ≫ 
・建築局が実施する劣化調査や二次点検等に伴い、優先的に行うべき修繕等に対応可能な

計画となっているか。（5 点） 

４ 運営の実施効果 

 

 

（20点） 

4-1 
・地域コミュニティの醸成や地域の連携を促進させる具体的な取組などが提案され、地区

センターの基本理念を効果的に達成する運営計画となっているか。（10 点） 

4-2 ・利用者数、施設稼働率の向上に対し、有効な対策が示されているか。（5点） 

4-3 ・需要動向を踏まえた効果的な料金設定等の工夫を行っているか。（5点） 

５ 利用者ニーズの

把握、利用者サー

ビス向上の取組   

（20点） 

5-1 
・利用者ニーズを捉えるための有効な手法が示され、施設運営に反映させる仕組

みが具体的に提案されているか。（10点） 

5-2 
・利用者サービスを向上する取組について、具体的かつ現実的な提案がなされて

いるか。（10点） 

６ 効果的な自主事

業展開 

 

           

（20点） 

6-1 
・地区センター自主事業の趣旨に沿った計画となっており、地域住民の自主的活動や相互

交流の促進が具体的に見込める提案内容となっているか。（5 点） 

6-2 ・内容が多岐に渡り、幅広い層の住民が参加できる計画となっているか。（5 点） 

6-3 ・質の高い事業を行う工夫が行われているか。（5点） 

6-4 
・地域住民が参加しやすい参加費設定を基本としているか、多彩で魅力的な事業

の実施にあたっては妥当な参加費の設定となっているか。（5点） 

７ 効率性 

 

 

（25点） 

7-1 ・施設及び設備の維持管理計画に効率化の工夫が見られるか。（5 点） 

7-2 

・収支計画は適切か。 

・新型コロナウイルス感染症を含む不可抗力の影響等で利用料金収入が減となっ

た場合の具体的な対応方法が提案されているか。（10点） 

7-3 
・利用料金の増収や運営の効率化等により、指定管理料の削減に繋がっているか。

（10点） 

８ 積極性、意欲 

（10点） 
8-1 ・本業務に取り組む姿勢や提案内容に強い意欲、積極性が見られるか。（5点） 

8-2 ・横浜市の重要施策の実現に向けて、積極的に取り組んでいるか。（5点） 



 3 

 
９ 団体の資質・実績 

 

 

 

 

（10点） 

（±５点） 

9-1 
・団体の経営状況、社内体制、業務実績が本業務遂行上問題の無いものであるか。

（5点） 

9-2 

【加減点項目】（現指定管理者が応募した場合） 
・区の業務点検による評価や第三者評価の結果等が優秀であり、要求水準を上回

っていたか。（要求水準を下回った場合は、減点対象） 
・選定時に評価された特筆すべき提案を達成したか。（達成できなかった場合は、

減点対象） 

・前指定管理期間において、新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る取組等は

適切であったか。（利用者に安心を与える対応となっていたか。） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る段階的な利用制限緩和の際に、市ガ
イドラインで示した利用制限等を踏まえたうえで、利用者のニーズを適切に反
映した対応を実施していたか。 
（－5 点～＋5点） 

9-3 

【加点項目】 

・応募団体は、市内中小企業又は地域住民を主体とした施設の管理運営等のため

に地域住民を中心に設立された団体か。（5点） 

10 新型コロナウイス

感染症等に係る対応 

 

（10点） 

10-1 ・利用者が安全に施設を利用することができるよう、新型コロナウイルス感染症

拡大防止対策等の具体的な取組が提案されているか。（感染防止対策、施設利

用時のルール、施設予約時の工夫等）（5点） 

10-2 ・コロナ禍等、様々な状況においても適切な対策を実施したうえで、利用者が積

極的に利用・参加できるような工夫が凝らされた事業計画となっているか。

（自主事業計画含む。）（5点） 

 

 

６ 応募者の制限 

  
  応募事業者（代表団体及び構成団体）について、応募書類の受付時に、公募要項に定める「応募

者の制限」に該当しないことを確認しました。 
 

７ 応募に関する事項 
（４）欠格事項 

次に該当する団体は、応募することができません。  
ア 地方自治法施行令第167条の４の規定により本市における入札の参加資格を制限されていること。  

イ 法人税、法人市民税、消費税及び地方消費税等の租税を滞納していること。  

ウ 労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保険）への加入の必要があ 

るにも関わらず、その手続きを行っていないもの。  

エ 会社更生法・民事再生法による更生・再生手続中であること。  

オ 当該指定管理者の選定を行う選定委員が、応募しようとする団体の経営又は運営に直接関与して 

いること。  

カ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号 

に規定する暴力団をいう。）又は暴力団経営支配法人等（横浜市暴力団排除条例（平成23年12月横 

浜市条例第51号）第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等をいう。）であること。  

キ 指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消を受けたものであること。  

ク ２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていること（仮に受けている場合には、必要な措 

置の実施について労働基準監督署に報告済みでないこと）。  

 

 

７ 応募団体（計１団体） 

 

  特定非営利活動法人 さかえ区民活動支援協会 
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８ 審査結果 
 
  選定委員会において厳正な審査を行った結果、次の団体を指定候補者と決定しました。 
   

団体名 得点 

特定非営利活動法人さかえ区民活動支援協会 668 点／825 点 
 
 

９ 審査得点 

項目・配点（点） A委員 B委員 C委員 D委員 E委員 合計 

１ 基本条件の理解度（10） 10 6 8 8 8 40 

２ 公平性（10） 8 8 8 8 8 40 

３ 安定性・安全性（25） 20 19 20 20 20 99 

４ 運営の実施効果（20） 17 14 16 18 16 81 

５ 利用者ニーズの把握、利用者サービ

ス向上の取組（20） 

18 16 16 16 16 82 

６ 効果的な自主事業の展開(20) 19 14 16 17 16 82 

７ 効率性（25） 23 18 20 20 23 104 

８ 積極性、意欲（10） 9 8 8 8 8 41 

９ 団体の資質・実績（15） 13 11 10 13 13 60 

10 新型コロナウイルス感染症等に係

る対応（10） 

8 8 8 8 7 39 

 

合計 145 122 130 136 135 668 

 
 
10 審査講評 

 

  現在の指定管理者であり、地域に親しまれるバランスの良い事業提案がされた。 

  高齢者層の利用が多いとのことだが、広報や自主事業計画等は利用者ニーズを分析・調査し、施

設運営に反映いただきたい。 

  職員応対の満足度は高いが、工事で体育室が利用できない状況であれば他館を紹介する等、利用

者が本当に求めていることをくみ取ってご案内ができるようになると、更に一段階上のサービス提

供ができるのではないかと考える。 

 

11 総評 

   

「特定非営利活動法人 さかえ区民活動支援協会」の行った提案内容は、各項目において、概ね

評価できる内容であった。第 3期の運営実績も評価でき、新型コロナウイルス感染拡大防止の対応

についても、利用者が施設を安心して利用できるよう感染対策が取られている。第 4期の指定管理

者候補者に選定するにあたって問題がないものと判断した。 

  利用者ニーズの把握に努め、それに対応した事業を実施することで、利用者の増加や地域コミュ

ニティの醸成に寄与できる施設運営を期待する。 

 


